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１．目 的 ～工事関係書類の削減による業務の効率化～ 

１－１ ｢工事書類作成の手引き｣作成の背景 

県発注工事において、契約から完成までに発注者と受注者間で交わす「工事関係書類」

の数は膨大である。 

工事関係書類ついては、契約書、土木請負工事必携、土木工事共通仕様書、土木工事

施工管理基準等において、工事の各段階で必要な書類が定められている。 

しかし、発注者は、これまでの経験等を踏まえ、受注者に対して契約図書で定める以

上に工事関係書類を求め、受注者は、これまでの工事検査の指摘事項等を踏まえ、発注

者が求める以上に工事関係書類の作成･提出を行っているのが現状である。 

これは、工事目的物に対する厳格な品質確認の取り組みであるが、膨大な数の工事関

係書類の作成に追われることで、工事目的物に対する適正な品質管理や現場での安全管

理など、現場代理人等の責務である施工管理業務が手薄になるおそれがある。 

 

１－２ 目的 

本手引きは、「契約図書で必要としない工事関係書類は作成しないこと」等を徹底する

ため、契約書等で定めた書類、履行確認等において必要となる書類を明確にするととも

に、これら書類の作成上の留意事項等を取りまとめることにより、受･発注者双方の現場

管理業務の効率化を目指すものである。 

【工事関係書類の削減に向けた取組方針】 

（１）契約図書で必要としない工事関係書類は作成しない 

（２）各種の履行確認等において必要となる書類の明確化（オーバースペックの排除） 

（３）工事書類の提出媒体の明確化（電子と紙による二重提出（納品）の廃止） 

２．本手引きの適用 

２－１ 適用範囲 

本手引きを適用する工事は、土木請負工事必携、土木工事共通仕様書、土木工事施工

管理基準を適用する「兵庫県土木部所管の土木請負工事」とする。 

 

２－２ 本手引きの掲載内容 

本手引きには、土木請負工事で共通的に取り扱う工事関係書類のほか、河川工事、砂

防工事、道路工事のみで必要となる工事関係書類を対象に書類作成時の留意事項等を掲

載した。 

 

２－３ 本手引きに掲載のない工種に係る工事関係書類の取り扱い 

本手引きには、港湾工事、下水道工事等のみで必要となる書類は含まれていない。こ

れらの工事においても、本手引きの主旨に基づき、契約図書で必要としない工事関係書

類は作成しないこととする。（土木工事共通仕様書：第４編、第７編、第９編、第 11編

～第 15編に記載の工事関係書類は非掲載） 
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３．基本事項 

３－１ 工事関係書類の構成 

契約から工事完成までに必要となる工事関係書類の構成を図１に示す。また、工事関

係書類の詳細を「４．工事関係書類一覧表（案）」に示す。 

図１ 工事関係書類の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－２ 監督員の役割の再確認 

総括監督員、主任監督員は、その役割に応じて書類の処理を行う。 

〈各監督員の役割を示す要領等〉 

県土整備部土木請負工事監督要領、工事現場における施工体制確認要領、 

土木部土木請負工事成績評定の実施要領 
 

（１）主任監督員の役割（現場監督業務を担当） 

・契約の履行についての受注者に対する指示、承諾又は協議（重要なもの＊を除く）の

処理 

・工事実施のための詳細図等の作成及び交付又は受注者が作成した図面の承諾 

・契約図書に基づく工程の管理 

・立会、段階確認、工事材料の試験又は検査の実施（他の者に実施させ、当該実施を

確認することを含む） 

・関連工事の調整（重要なもの＊を除く） 

・設計図書の変更（重要なもの＊を除く） 

・工事の内容の変更、一時中止又は打切りの必要があると認める場合における総括監

督員への報告 

　①契約時に必要な書類

　②着手前に必要となる書類

　③施工時に必要となる書類

④工事完成検査時に必要となる書類

施工計画、土木工事承諾願、
出来形管理、品質管理、写真管理

■受注者で保管

・提出書類（施工プロセスに関する書類）

・提示書類

施工計画、土木工事承認願、工事打合簿 等

安全管理、納品伝票　等

契約書類

工事完成図書

■発注者で保管

・全ての書類

■発注者で保管

工事関係書類

等

等

等

・提出書類（工事目的物の管理に関する書類）土木工事承認願

工事打合簿

休日作業届

出来形管理

品質管理

写真管理

契約図書

契約関係図書

工事書類

契約書

設計書

指示書

下請人等通知書

主任技術者経歴表

施工計画書
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・現場監督業務の掌握 

・施設台帳等の作成対象となる施設の確認、登録用台帳等の受注者への貸与、受注者

が作成した施設台帳等の確認 

・工事現場における施工体制確認要領にもとづくプロセスチェック 

・土木部土木請負工事成績評定の実施要領にもとづく該当する考査項目の確認 

（２）総括監督員の役割（監督総括業務を担当） 

・工事請負契約に基づく契約担当者の権限とされる事項のうち、契約担当者が必要と

認めて委任したものの処理 

・契約の履行についての受注者に対する指示、承諾又は協議で重要なもの＊の処理 

・関連工事の調整のうち重要なもの＊の処理 

・工事の内容の変更、一時中止又は打切りが必要と認める場合の契約担当者等に対す

る報告 

・主任監督員の指揮監督、監督業務の掌握 

・土木部土木請負工事成績評定の実施要領にもとづく該当する考査項目の確認 
 

* 重要なもの…工種の追加や工期の変更等による契約変更が生じるもので、契約担当者による

判断が必要なもの（数量の変更や形状寸法の変更などの軽微な変更は含まない） 
 

３－３ 用語の定義 

（１）工事関係書類 

工事の請負契約から工事完成検査に至るまでの土木請負工事の履行に必要となる書

類をいう。 

（２）提出 

提出とは、工事に係わる書面またはその他の資料を説明し、差し出すことをいう。  

例）施工計画書、材料使用確認願 等 

（３）提示 

監督員が工事に係わる書面またはその他の資料を示し、説明することをいう。 

（４）連絡 

監督員と受注者または現場代理人の間で、監督員が受注者に対し、または受注者が

監督員に対し、契約書第 18 条(条件変更等)に該当しない事項または緊急で伝達すべ

き事項について、口頭、ファクシミリ、電子メールなどの署名または押印が不要な手

段により互いに知らせることをいう。 
 

(参考)建設工事請負契約書 第 18条第１項  

受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したときは、その

旨を直ちに監督員に通知し、その確認を請求しなければならない。 

(1)図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと（これらの優

先順位が定められている場合を除く。）。 

(2)設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

(3)設計図書の表示が明確でないこと。 

(4)工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然的又は人為

的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。 

(5)設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な状態が生じ

たこと。 
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３－４ 提出根拠の明示 

 「契約図書で必要としない書類を作成しないこと」を徹底するため、受注者が提出書類

を作成するときには、その書類に提出根拠（「提出根拠：「土木工事共通仕様書」○-○-

○-○」等）を明示する。 

  具体的には以下のとおり取り扱う。 

   ①工事打合簿により提出する書類（事前測量結果等） 

…工事打合簿の本文に提出根拠（土木工事共通仕様書第○編○-○-○-○等）を記

載する。 

（留意事項） 

 「工事打合簿」による工事施工に関する協議・報告等で、提出根拠が明確に記載

しにくいものについては、別途、受発注者間で協議すること。 

   ②所定の鏡を添付しない書類 

…書類の１ページ目の余白に提出根拠（土木工事共通仕様書第○編○-○-○-○

等）を記載する。 

   ③土木請負工事必携に掲載のある様式により提出する書類（施工計画書等） 

…提出根拠の記載は不要。 
 

  <上記①の記載例> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     <上記②の記載例> 
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３－５ 提示書類の作成 

（１）「提示する書類」を提出させないことを徹底する。 

（２）「提示する書類」は、発注者がその内容を確認できればよいものである。このため、

可能な限り提示書類の作成手間を軽減した提示方法とする。 

〈例〉納品伝票 

  受注者は、処分施設等の伝票類（原本）を綴り、監督員に提示。（コピーは不要） 

 

３－６ 工事書類の提出方法の明確化（電子と紙による二重提出（納品）の廃止） 

（「工事完成図書の電子納品に関する運用指針（案）」） 

（１）電子納品に係る事前協議 

電子納品対象工事＊における工事書類の提出方法や検査時の対応等については、受

発注者間の事前協議により決定し、受注者は、協議結果を「電子納品に係る事前協議

チェックシート」に取りまとめ工事打合簿により監督員に提出する。 

* 電子納品対象工事： 設計金額２千万円以上の工事及び施設台帳を作成する工事 

（緊急施工が必要な災害復旧工事等を除く） 

〈電子納品対象（必須・選択の区分）〉 

工事書類 
電子納品対象 

必須 選択 

工事写真 〇  

発注図面 〇  

完成図面 〇  

施設台帳データ 

（対象工事の場合） 
〇  

施工計画書  〇 

材料確認願・承諾願  〇 

出来形・品質管理に関する書類  ○ 

工事打合簿 〇  

工事履行報告書 〇  

段階確認・立会願 〇  

特記仕様書 ○  

電気通信、機械設備に関する書類  ○ 

（２）電子と紙による二重提出（納品）の廃止徹底と検査時の対応について 

   電子納品を行う工事書類については、検査時も含めて電子と紙の二重提出は行わな

いこととする。なお、電子納品を行う工事書類は、検査時も「電子データ」による対

応を原則※とし、電子納品を行わない工事書類は、事前協議に基づき、検査時の対応を

決定する。 

   ※ただし､電子納品を行う場合でも、受発注者間の事前協議により検査時の対応を

「紙」とする場合は、この限りではない。（この場合でも、紙による提出は最小限と

するよう留意すること。） 
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 Point 

・電子納品を行う書類は、検査時その他の場合において紙での提出・提示は行わな

いことを原則とし、電子と紙の二重提出（納品）がないように徹底する。 

・原本が紙の書類は、検査時の対応を「電子データ」とした場合に大量のスキャン作

業等が必要となり、本手引きの目的に逆行する恐れがあるため、十分に協議を行

うこと。（例：品質証明書、カタログ等） 

・電子データを用いた検査（電子検査）を行う場合は、「９．電子検査について（案）」

を参照し、検査準備等を行うこと。 

３－７ 電子化書類の作成【共通仕様書 第３編 ３-1-1-5】 

（１）兵庫県電子施工管理システムの活用 

  設計金額が 2,000 万円以上の工事及び施設台帳を作成する工事（鉄道会社、市町等へ

の施工委託、負担金工事等を除く。）は、原則として、兵庫県電子施工管理システム（以

下「電子施工管理システム」という。）を活用し工事関係書類を作成するものとする。 

ただし、事前協議により、電子施工管理システムを利用しない場合は、この限りでは

ない。 

なお、電子施工管理システムに登録しないと、オンライン電子納品システムが利用で

きないことに留意すること。 

Point 

・電子施工管理システムは、通信ネットワーク技術を活用し、工事施工中の情報交

換や共有を、効率的に行えるシステムである。 

・電子施工管理システムの活用の効果としては、施工管理の適正化、移動時間や場

所にとらわれない文書交換、正確な情報伝達、データ整理の効率化等が挙げられ

る。 

・電子施工管理システムの活用については、事前協議のうえ，工事書類作成の簡素

化が、より一層推進できるように運用すること。 

（２）工事関係書類の様式集の活用 

  工事関係書類の様式は、以下のアドレスでダウンロードし、電子データを活用。 

   https://www.cals.pref.hyogo.jp/hyogo/stl/index.html 
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４. 工事関係書類一覧表 （案） 
（一覧表は、一定期間の運用をおこない、よりよい様式にしていきます。） 

４－１ 必要な書類（共通） 
土木工事共通仕様書のうち、第1編第 1章、第 2編第 1章、第3編第 1章で提示・提出と位置づけ

られた項目を記載。 
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４－２ 必要な書類（工種別） 

土木工事共通仕様書のうち、第1編～第3編（各編第 1章を除く）で提示・提出と位置づけられた項

目を記載。 
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４－３ 河川工事のみ必要な書類 
土木工事共通仕様書第6編で提示・提出と位置づけられた項目を記載。 
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４－４ 砂防工事のみ必要な書類 
土木工事共通仕様書第8編で提示・提出と位置づけられた項目を記載。 
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４－５ 道路工事のみ必要な書類 
土木工事共通仕様書第10編で提示・提出と位置づけられた項目を記載。 
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５．契約時に必要となる書類  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５－１ 監督員通知書【契約書第９条】  

発注者は、契約書第９条(根拠：建設業法第 19条の２第２項)に基づき、監督員の氏名

を受注者に通知する。 

  

５－２ 工事施工計画及び下請人等（変更）通知書【契約書第 10 条】 

受注者は、当該工事における自社施工及び下請け施工の範囲、現場代理人等の配置技

術者について、契約締結時(または下請け契約に変更が生じた時)に、契約担当者に通知

する。 

Point 

・下請け契約の合計が 5,000 万円（建築一式工事は、8,000 万円）以上の場合は 特

定建設業許可が必要であり、監理技術者の配置が必要（建設業法第 26条、27条） 

 

５－３ 監理技術者等の専任期間 

【契約書第１０条、平成 27 年４月 30 日付け 契第１０４９号】 

受注者が監理技術者等を工事現場に専任で設置すべき期間は契約工期が基本となるが、

契約期間中であっても以下に示す期間については、工事現場への専任は要しない。ただ

し、いずれの場合も、受注者は工事打合簿により主任監督員と協議し承諾を受ける。 

①契約締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設置、資機材の搬入ま

たは仮設工事等が開始されるまでの間） 

②工事を全面的に一時中止している期間（工事用地等の確保が未了、自然災害の発生

又は埋蔵文化財調査等） 

③工場製作のみが行われている期間（橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター等） 
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④工事完成後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く）、事務

手続、後片付け等のみが残っている期間 

 

５－４ 中間前金払・部分払の選択【契約書第３４条】 

受注者は、契約締結時に中間前金制度＊１及び部分払い制度＊２を選択し、契約締結時に

契約担当者に提出する。 

Point 

・中間前金制度は、契約金額 100万円以上かつ工期 60日以上の工事が対象 

・契約締結後の選択変更は、認められない。 

*1 中間前金制度 

工期の 1/2 を経過し、既に完了した部分の経費が請け負い代金の１／２以上に相当するな

どの要件を満たした場合に、既に支払いした前払い金に加え請負金額の 1/2 を超えない範囲

で前払いが可能な制度 

*2 部分払い制度 

工事の完成前に、出来形部分、工事現場に搬入済の工事材料に相当する請負金額の9/10以

内の額について、受注者が部分払いの請求ができる。 

 

５－５ 主任技術者等経歴書【契約書第１０条】 

受注者は、当該工事において建設業法第 26 条に定める一定の資格を有する技術者を

配置する必要があり、その内容を契約後速やかに契約担当者に通知する。 

Point 

・主任技術者 

１級・２級国家資格者、指定学科卒業＋実務経験者、実務経験者（10年以上） 

・監理技術者 

１級国家資格者、国土交通大臣特別認定者（指定建設業 7 業種）、指導監督的な

実務経験者（指定建設業７業種以外） 

・監理技術者補佐 

建設工事の種類に応じた１級技士補であって主任技術者要件を満たす者、建設工

事の種類に応じた監理技術者要件を満たす者 

・主任技術者及び監理技術者、監理技術者補佐共通 

３ヶ月以上の雇用関係にあることが必要 出典：監理技術者制度運用マニュアル 

 

５－６ 請負代金内訳書及び工程表【契約書第３条、共通仕様書第 3 編 3-1-1-2】 

受注者は、設計図書に基づく工種毎の着手完成時期及び工事の進行予定を明確にし、

契約図書の工程に関する理解を深めるため工程表（バーチャート）を作成する。 

また、受注者は、下請業者も含めて必要な社会保険料等を適切に計上することを明確

にするため、社会保険等に係る法定福利費を明示した請負代金内訳書を作成する。 

請負代金内訳書及び工程表は、契約締結後 10日以内に契約担当者に提出する。 

Point 

・工程表は、契約図書の理解度を審査すべきものであり、工程管理は施工計画書記

載の計画工程表により行う。 
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５－７ 建退共掛金収納書（発注者用）【入札のしおり第２３、共通仕様書第１編 1-1-1-

40】 

受注者は、建設労働者の福祉の増進と雇用労働条件の改善を通じた建設業の健全な発

展を目的とした建設業退職金共済制度の発注者用掛金収納書を契約後１ヶ月以内に契約

担当者に提出する。 

なお、建設業退職金共済制度の対象労働者を雇用しない場合や期間内に提出できない

特別の事情がある場合は、受注者からの理由書による申し出が必要となる。 

Point 

・100万円以上の工事請負契約をした場合は提出することが原則。 

・100万円未満の場合は、掛金収納書の提出は省略、共済証紙の購入が原則。 

 

５－８ 建設リサイクル法※13 条書面【兵庫県建設リサイクルガイドライン】 

建設リサイクル法第 13 条に基づき、分別解体の方法ならびに解体工事に要する費用

を受発注間で明確にする必要があることから、受注者は、契約時に必要事項を記入し契

約担当者に提出し、受発注間で共通の理解を図る。     

※正式名称は「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」。 

Point 

・対象工事は、特定建設資材を使用又は排出し、かつ請負金額が 500 万円以上の場

合 

・詳細は、「兵庫県建設リサイクルガイドライン」（様式 2-1～2-4） 

・特定建設資材とは、再資源化が資源の有効な利用及び廃棄物の減量に大きく寄与

するもの（コンクリート殻、アスファルト殻、発生木材等） 

 

６．着手前に必要となる書類  
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６－１ 電子納品に係る事前協議チェックシート【共通仕様書 第３編 3-1-1-5】 

電子納品対象工事＊１については、「工事完成図書の電子納品に関する運用指針（案）」

に基づき、「電子納品に係る事前協議チェックシート」により、当該工事における電子納

品に対する対応方針＊２を受発注者間の協議により決定する。 

受注者は、協議した結果を｢電子納品に係る事前協議チェックシート｣にとりまとめる。 

なお、電子施工管理システムに登録しないと、オンライン電子納品システムが利用で

きないことに留意すること。 

*1 電子納品対象工事：設計金額２千万円以上の工事及び施設台帳を作成する工事 

           （緊急施工が必要な災害復旧工事等を除く） 

*2 ｢3-6工事書類の提出方法の明確化（電子と紙による二重提出（納品）廃止）｣を参照 
 

６－２ 設計図書の照査【共通仕様書 第１編 1-1-1-3】 

受注者は、施工前に設計図書の不整合や現地条件との不一致などを把握するため、契

約図書の照査等を行い、疑義がある場合は、図面等の確認できる資料を受注者の負担に

より作成し、工事打合簿（協議事項）により主任監督員と協議し指示を受ける。 

なお、このことは、施工途中においても同様。 

Point 

・照査結果を工事打合簿により、主任監督員に提出する。 

 

６－３ 事前測量結果【共通仕様書 第１編 1-1-1-37】 

受注者は、施工に先立ち設計図書と現地測量との差異を把握するため、監督員から指

示された基準点等にもとづき、測量標（仮ＢＭ）、中心線、縦横断、用地測量等を行い、

疑義がある場合は、工事打合簿（協議事項）により主任監督員と協議し指示を受ける。 

また、受注者は、測量結果を監督員に提出しなければならない。 

Point 

・測量結果を工事打合簿により、主任監督員に提出する。 

 

６－４ 施工計画【共通仕様書 第１編 1-1-1-4】 

施工計画書は、受注者が行う施工手順や体制、関係法令等に対する取り組みを、監督

員に示すことにより、受発注間における施工に関する共通認識を図るものである。 

Point 

・工事着手前（契約書に定める工事始期日以降３０日以内）に主任監督員に提出し、監

督員が確認。 

・変更施工計画書は、工種、工期、施工方法の変更及び追加があった場合のみ作成する。 

・各種提出届の内容変更や追加提出については、工事打合簿（報告事項）により主任監

督員に提出、主任監督員は、提出された施工計画書に添付する。 

・施工計画書は、受・発注者で各１部保管する。 
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（１）施工計画書作成あたっての留意点 

①記載する項目 

・施工計画書に記載する項目は、以下の表に示すとおり。なお、契約金額 250万円

未満の小規模工事は、後述の（２）のとおり、記載する項目や内容を簡素化する。 

・具体的な記載内容は、巻末の参考資料「施工計画書の作成例」を参照すること。

また、添付資料は、「４．工事関係書類一覧表（案）」を参照すること。 

表 施工計画書の記載項目 

（１）工事概要      

（２）計画工程表     

（３）現場組織表     

（４）指定機械      

（５）主要船舶・機械   

（６）主要資材      

（７）施工方法 (主要機械、仮設備計画、工事用地等を含む) 

（８）施工管理計画 

（９）安全管理 

（10）緊急時の体制及び対応 

（11）交通管理 

（12）環境対策 

（13）現場作業環境の整備 

（14）再生資源の利用の促進と副産物の適正処理方法 

（15）その他 
 
Point 

・任意仮設の場合においても、以下に示す詳細資料を添付すること。 

 ※仮設備の配置計画、材料仕様一覧、水替え計画、ベント等支保工の構造図、構造計

算書等 
 
②施工計画への疑義 

監督員は、受注者の施工計画に対する疑義が生じた場合に受注者に回答を求め、

受注者は必要に応じて施工計画書への記載を検討。 

③計画工程表 

バーチャート方式を基本とする。なお、複数作業の同時実施や関連作業が多い工

事など各作業の相互関係を詳細に管理する必要がある場合は、ネットワーク方式に

よる記載も可とする。 
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（２）小規模工事（契約金額 250 万円未満の工事）における記載項目・内容等 

小規模工事における記載項目・内容については、下表のとおり簡素化＊を図る。 

* 詳細は、巻末の「施工計画書の記載例（小規模工事：契約金額250万円未満）」を参照 
 

記載項目 記載内容・方法 

(1)工事概要 通常工事(契約金額 250 万円以上の工事)と同じ 

(2)計画工程表 
バーチャート工程表のみ 

（「契約書第３条に規定する工程表」と同等でも可） 

(3)現場組織表  通常工事(契約金額 250 万円以上の工事)と同じ 

(4)指定機械 不要 

(5)主要船舶・機械 不要 

(6)主要資材  通常工事(契約金額 250 万円以上の工事)と同じ 

(7)施工方法  全体工事のフロー及び施工手順のみ 

(8)施工管理計画 
｢施工管理基準(出来形･品質･写真管理)｣の該当箇所を

転記 

(9)安全管理 安全衛生管理組織、安全衛生防止に向けた取組項目のみ 

(10)緊急時の体制及び対応 緊急連絡系統図のみ 

(11)交通管理 交通誘導員・保全施設の配置図、運搬経路図のみ 

(12)環境対策 具体的な対策のみ 

(13)現場作業環境の整備 不要 

(14)再生資源の利用の促進と

副産物の適正処理方法 
建設廃棄物処理委託契約書の写しを添付 

(15)その他 通常工事(契約金額 250 万円以上の工事)と同じ 

（3）変更施工計画書 

①作成が必要となるケース 

〈工種の変更及び追加〉 

・土木工事施工管理基準（出来形管理基準・品質管理基準）に定める工種に変更

及び追加が生じた場合 

〈工期の変更及び追加〉 

・工種、施工方法の追加及び全体工期の変更が生じた場合 

〈施工方法の変更及び追加〉 

・工種の変更及び追加の他、変更した施工方法が、工程管理、仮設計画や安全管

理等に影響のある場合 

②作成を必要としないケース 

〈数量、契約金額、配置予定技術者等の変更に限られる場合〉 

・変更内容を工事打合簿（報告事項）で主任監督員に提出し、主任監督員が施工

計画書に添付 
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６－５ 使用材料一覧表【共通仕様書 第２編 2-1-1-2、県内産品使用促進の取組要領】 

下記「６－６ 使用材料確認願」「６－７ 土木工事材料承諾願」の提出に先立ち、全

ての材料＊について、①県内産品使用の確認、②使用材料の（確認、承諾等）取り扱いに

係る受発注者間の協議を行うため作成する。 

*機労材集計表に記載の材料等 

 Point 

・工事打合簿にて協議する。 

・この時点では、使用材料確認願及び土木工事材料承諾願に添付する「見本または

品質を証明する資料」等は必要ない。 

 
６－６ 使用材料確認願【共通仕様書 第２編 第１章 第２節、 必携様式 29-1、29-2】 

工事に使用する材料は、設計図書･共通仕様書に示す品質規格に適合したもの、または

これと同等以上の品質を有するものとする。 

下記(A)～(D)に示す工事材料については、設計図書に示す品質規格との適合等を確認

するため、工事材料を使用するまでに、「使用材料確認願」（必携様式 29-1）及び「使用

材料確認一覧表」（必携様式 29-2）に見本または品質を証明する資料を添付して監督員

に提出し、確認を受けなければならない。 

(A) 設計図書において指定した材料 

(B) 共通仕様書(表 2-1-2)に示す指定材料 

(C) 監督員が指示した材料 

(D) 受注者が確認を必要と判断した材料 
 

共通仕様書 表 2-1-2 指定材料 
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（１）品質を証明する資料 

①JIS 等認証製品（以下の２種類の製品） 

〈ＪＩＳ認証製品〉 

・国に登録された認証機関が、製造工場の品質管理体制を確認したうえで、JIS(日

本工業規格)に定められた製品種別毎の寸法や品質、性能、安全性を満たしてい

ると認めた製品。 

〈スラグ混入２次製品〉 

・「下水汚泥溶融スラグを用いたコンクリート二次製品使用促進要領」に基づき認

定された製品。 

・JIS 認証書、「下水汚泥溶融スラグを用いたコンクリート二次製品使用促進要領」

第 10条第１項に規定する認定証、または製品カタログ 

製品カタログは、製造会社、使用する形状･寸法が確認できる部分の複製でよい 

・JIS マーク表示品については、材料･製品等に添付された JISマークの表示が確認

できる場合、JIS認証書等の提出は省略できる。 

②JIS 等認証製品以外 

・設計図書に示した品質規格との適合が確認できる資料 

例）品質管理基準（種別：材料、試験区分：必須）に示す試験成績表等 

③アスファルト混合物 

・アスファルト混合物事前審査委員会の事前審査で認定された加熱アスファルト混

合物を使用する場合は、認定書（認定証、混合物総括表）の写し 

・アスファルト混合物及び混合物の材料に関する品質証明、試験成績表の提出及び

試験練りは省略できる。 

（２）使用する材料に変更が生じた場合 

使用する材料に変更が生じた場合は、その都度、変更使用材料確認願を提出する。 

当初の使用材料確認願に追加記入し、削除するものは、見え消し修正する。 

（３）使用材料確認願の留意点 

使用材料確認願は、設計図書に示す工事材料に適合していることを確認したもので

あり、工事に使用する材料の品質を認めたものではない。 

 

６－７ 土木工事材料承諾願【共通仕様書 第２編 2-1-1-1】 

受注者は、設計図書･共通仕様書の品質規格に適合しない材料を使用する場合、工事材

料を使用するまでに、「土木工事承諾願」（必携様式 30-1）及び「使用材料承諾一覧表」

（必携様式 29-2）に①当該材料を使用する理由､②｢設計図書に示す材料の品質規格｣と

｢工事に使用する材料の品質規格｣とを十分に対比した資料、③工事目的物の品質(安全

性、機能性、耐久性等)が同等以上に確保できることを証明した資料等を提出し、監督員

の承諾を得る。 

なお、設計図書･共通仕様書の品質規格に適合した材料等を使用する場合は、「６－６ 

使用材料確認願」を参照すること。 
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Point 

・材料を使用する前に監督員に提出し、承諾を得る。 

・土木工事材料承諾は、工事完成後、受発注者で各１部保管する。 

・レディーミクストコンクリートの取扱い 

水セメント比の品質を満足させるために 18-8-40BB に換えて 21-8-40BB を使用

する場合は、確認として取扱う。 
 

・土木工事材料承諾願の留意点 

土木工事材料承諾願は、工事材料が工事目的物の品質が確保される確認し、承諾し

たものであり、工事に使用する材料の品質を認めたものではない。 

６－８ 施工体制関係書類 

（１）施工体制台帳及び体系図【共通仕様書 第 1 編 1-1-1-10】 

受注者は、下請契約を締結した場合、必携様式(A)(B)により施工体制台帳（２次以

下の下請けの場合は、必携様式(E)の再下請通知書）、必携様式(C)(D)により施工体系

図、作業員名簿を作成し、その写しを工事打合簿（提出事項）で監督員に提出する。 

施工体制台帳には以下の書類を添付する。（建設業法施行規則第 14条の 2第 2項） 

・下請負契約書（又は注文書・請書）の写し（当初及び変更） 

・主任技術者等の資格及び雇用関係を証する書面の写し 

Point 

・施工体制台帳、施工体系図を主任監督員に紙ベースで提出する。 

・工事担当技術者の施工体系図は、工事打合簿で提出する。 

・施工体制台帳及び施工体系図等は、工事完成後、発注者で１部保管する。 

（２）社会保険等加入状況の確認及び未加入の場合の必要書類 

【契約書第 7 条の 2、建設業における社会保険等加入対策に係る事務処理要領】 

  ①社会保険等加入状況の確認 

発注者は、受注者が提出する施工体制台帳、下請契約書、請負代金内訳書により、

下請業者の社会保険等の加入状況を確認する。 

なお、下請業者が社会保険等加入の適用除外の場合、受注者は「建設業における

社会保険等加入対策に係る事務処理要領」（以下、「要領」という）に基づき、適用

除外誓約書（要領様式 A）を契約担当者に提出する。 

  ②特別事情申請書提出の指示 

発注者は、①により下請業者の社会保険等未加入を確認した場合、要領に基づき

特別事情申請書（要領様式 B）を指示日の翌日から起算日として 7 日以内に提出す

るよう工事打合簿により指示する。 

  ③特別事情申請書の提出 

受注者は、②による指示があった場合は、期日までに特別事情申請書を契約担当

者に提出する。 
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Point 

・社会保険等未加入建設業者を下請負人とすることは原則禁止となっている。 

・特別な事情により未加入業者を下請負人とする場合は、「建設業における社会保

険等加入対策に係る事務処理要領」に基づき手続きを行う。 
 

７．工事施工に必要となる書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７－１ 工事打合簿【共通仕様書３-1-1-7】 

工事打合簿は、発注者と受注者が工事施工に関する協議事項や承諾事項、書類の提出

などについて、その経緯や結論等を共通の理解とするため書面に記録するものである。 

Point 

・工事打合簿として処理する書類は、電子施工管理システムにより主任監督員に

提出することを原則とする。 

・また、工事打合簿は、工事完成図書としての納品時には、電子による提出を原

則としており、紙による重複提出は行わない。 

・工事打合簿の内容欄には、発議事項の標題、経緯、結論等を簡潔に記載する。

軽易な内容は、｢別紙｣添付とはせずに、工事打合簿１枚で完結するよう努め

る。 

 

（１）工事打合簿の発議項目 

①発議事項は、「協議」「通知」「提出」「報告」事項とする。 

□協議 

書面に契約図書の協議事項について、発注者と受注者が対等の立場で合議し、

結論を得ること。 ex. 設計図書と現地の相違 設計図書に関する疑義 等 

工
事
完
成

安
全
管
理

品
質
管
理

工
事
写
真

作業工程に応じ随時作成

工
事
着
手

休
日
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夜
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業
届

出
来
形
管
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工事打合簿

・協議、通知、提出、報告事項

・軽微な施工計画の変更

・立会願

・段階確認書

・工事履行報告書（毎月）

施
工
計
画
書

※休日・夜間作業届は、現道工事の場合、提出

その他の工事は連絡
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□通知 

工事の施工に関する事項について知らせること。 

□提出 

工事に係わる書面又はその他の資料を説明し、差し出すこと。 

ex 施工計画書の変更箇所 等 

□報告 

工事に係わる書面またはその他の資料を示し、説明すること。 

Point 

・「指示」事項は、工事監督要領に基づく「指示書」による。 

・「指示」とは、契約図書の定めに基づき、監督員が受注者に対し、工事の施工

上必要な事項について書面をもって実施させること。 

②処理、回答は「承諾」「受理」とする。 

□承諾 

工事打合簿に明示した事項について、同意すること。  

□受理 

工事打合簿に明示した事項について、記載内容を理解し受け取りが完了したこ

と。 

□その他 

質問等疑義が生じた場合など上記以外の対応 

（２）工事打合簿により処理する書類 

①｢施工前に必要となる資料｣の変更【共通仕様書 第 1 編 1-1-1-4】 

受注者は、施工計画書により提出した資料の追加や軽微な施工方法の変更、施工

体制の変更等、工事打合簿（提出事項）として監督員に提出する。 
 
②製品納入時の確認検査報告書【セメントコンクリート二次製品の取扱要領】 

受注者は、「セメントコンクリート二次製品の取扱要領」に基づき、JIS 等認証製

品以外のセメントコンクリート二次製品の現地納入時に、製品の品質確認を納入日

単位で行い、工事打合簿（報告事項）として、主任監督員に報告する。 
 

③立会願【契約書第 14 条】 

受注者もしくは監督員が現地確認を必要とする工事材料や工事施工等について監

督員立会による現地確認が必要な場合は、必携様式 32を用い以下の内容を記載し、

監督員の立会を求める。 

〈協議内容〉立会項目、立会箇所、立会希望日（月日、時間） 

監督員は、「承諾」「その他」で受注者に回答する。 

Point 

・立会についての写真は、「立会者」、「立会した内容」がわかるものとする。 

・立会の写真は、工事写真として抽出しやすく整理した上で提出し、重複して立

会願綴に掲載するような、二重提出をしない。 
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〈留意点〉 

・監督員が正当な理由なく受注者の立会予定日より７日以内に応じず、工程に支障

をおよぼす場合は、受注者が監督員に通知し立会検査なく施工ができる。 

・受注者は、予め立会が必要となる工種及び時期を施工計画書に記載することが必

要。 
 

④段階確認書【共通仕様書 第３編 3-1-1-5】 

受注者は、共通仕様書 3-1-1-5 に定める段階確認一覧表及び特記仕様書に示す工

種について、発注者の意図とする契約の内容に適合して施工を行っているか否かを

監督員の臨場を受け確認する。 

受注者は、段階確認が必要となる場合、必携様式 35 を用い、以下の内容を記載

し、監督員に段階確認を求める。 

〈記載内容〉確認工種、確認段階・項目、施工予定時期、確認希望日  

監督員は、「承諾」「その他」で受け受注者に回答する。 

Point 

・段階確認についての写真は、「確認者」、「確認した内容」がわかるものとする 

・段階確認の写真は、工事写真として抽出しやすく整理した上で提出し、重複し

て段階確認綴に掲載するような、二重提出をしない。 

 

⑤工事履行報告書【契約書第 11 条、共通仕様書 第１編 1-1-1-24】 

【月間工程】 

受注者は、工事打合簿（報告事項）として、施工計画に示した計画工程表等に実

施工程を上書きで示し、進捗率を明記したうえで前月の進捗状況を翌月月初めに監

督員に提出する。 

Point 

・共通仕様書に示す所定の様式を実施工程表とする。 

・履行報告においては、当初計画工程に対する実施状況を確認できるものとする 

【週間工程】 

受注者は、監督員が指示した場合のみ週間工程表を作成することとし、翌週の実

施内容を前週末までに監督員に提出する。 

Point 

・週間工程の様式は、受注者の任意様式とする。 

 

⑥現場発生品調書（受注者→発注者（監督員）） 

受注者は、設計図書で定められたもの若しくは、施工時に発生した現場発生品が

ある場合は、現場発生品調書を工事打合簿(提出事項)に添付し、監督員に提出する。 

 

７－２ 休日・夜間作業連絡【契約書第 11 条、共通仕様書 第１編 1-1-1-36】 

受注者は、設計図書に施工時間が定められていない場合、官公庁の休日または夜間に

作業を行うときには、事前に監督員に連絡しなければならない。 
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ただし、現道上の工事については書面により提出しなければならない。 

Point 

・休日・夜間の作業がある場合は、主任監督員及び総括監督員にその旨を口頭、ファ

クシミリ、電子メール等により知らせる。 

  〔連絡すべき内容〕 

 

 

 
 
・書面による提出は、現道上の工事のみである。 

・予め施工計画書に休日、夜間の作業日、作業内容を明記し、現地施工と相違のない

場合は、報告は不要とする。 

ex. 工事名  一級河川○○川 河川改良工事 
作業日  平成○年○月○日（土） 
作業時間 9:00～17:00 
作業内容 Ａ工区 護岸ブロック積 

 

７－３ 工事写真【共通仕様書 第３編 3-1-1-7、写真管理基準】 

  受注者は、写真管理基準「３．撮影箇所一覧表」における写真管理項目「撮影頻度」

に基づく写真を撮影し、監督員に提出する。 

  電子納品対象工事＊においては、「工事完成図書の電子納品要領（国土交通省）」「工事

完成図書の電子納品に関する運用指針（案）（兵庫県）」に基づき電子成果品を作成する。  

* 電子納品対象工事：設計金額２千万円以上の工事及び施設台帳を作成する工事 

（緊急施工が必要な災害復旧工事等を除く） 
 
（１）工事写真の構成 

工事写真は、以下の構成でとりまとめる。 

①着手前及び完成写真  ⑥出来形管理写真 

②施工状況写真     ⑦災害写真 

③安全管理写真     ⑧事故写真 

④使用材料写真     ⑨その他（公害、環境等） 

⑤品質管理写真 

（２）ダイジェスト版 

大規模工事に限り、受発注者間の事前協議の上、ダイジェスト版の提出を可とする。 

ダイジェスト版には、以下の写真を掲載し、工事概要や施工の流れをまとめる。 

・着手前及び完成写真（全景又は代表部分写真） 

・施工状況写真（施工計画書（６）施工方法に記載している施工手順毎＊に、その概

要が分かる最小限度の写真）     * 施工計画書の作成例（P53）参照 
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Point 

・大規模工事とは、トンネル・ダムその他これに準じた規模の工事をいう。 

・ダイジェスト版を提出する場合、電子による提出を原則とする。 

・ダイジェスト版を提出する場合、受注者は、「電子納品に係る事前協議チェック

シート」の「（７）その他」欄にその旨を記載するとともに、写真管理基準に基

づく工事写真の提出方法も必ず記載する。 

・検査時には、電子により提出された工事写真を確認できるよう、原則として、

受注者がパソコン等を手配すること。 

７－４ 出来形管理【共通仕様書 第１編 1-1-1-23】 

受注者は出来形管理の記録・書類作成を行い、監督員からの請求があった場合、受注

者は監督員に提示する。 

※ただし、完成検査時に監督員へ提出する。 

（共通仕様書 第１編 1-1-1-23、土木工事施工管理基準 １－１） 

Point 

・出来形管理書類は、「出来形数量表」「出来形成果表」「出来形図」「出来形管理図」

とする。 

（１）出来形管理書類の構成 

①出来形数量表（共通仕様書 第３編 3-1-1-6、必携２０－２） 

受注者は、出来形測量の結果に従い出来形数量を算出し監督員へ提出する。 

②出来形成果表（土木工事施工管理基準 １－２、必携２０－２） 

受注者は、出来形測量の結果に従い設計値と実測値を対比した出来形成果表を作

成し管理する。 

③出来形図（土木工事施工管理基準１－２、必携 2０－２） 

受注者は、工事の進捗に応じて、出来形測量を行い、設計値と実測値を対比した

出来形図を作成し監督員に提出する。 

④出来形管理図（土木工事施工管理基準付録 2-1、土木部土木請負工事成績評定の実

施要領 別紙－４） 

受注者は出来形寸法に対する出来形ばらつき判断資料として、土木工事施工管理

基準（品質管理）の管理図またはヒストグラムを準用して管理する。 

（２）出来形管理書類 

①出来形数量表 

・設計数量と出来形数量を比較する。 

・比較する数量は、契約図書の工事内訳書レベル６とする。 

・数量計算根拠の提出は不要。 

・工事目的物のみを比較対比する。ただし、建設副産物については、適正処理の確

認を行うことから、最終処分施設における計量伝票の値を記載する。 

〈例〉 

掘削工 1000 ㎥の比較（工事目的物でない工種）、設計数量が１式計上（数

量の比較できない工種）に対する比較は不要 
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〈注意すべき例〉 

設計書内訳（アスファルト処分）1000ｍ3の場合、計量伝票に基づき出来形

数量表を記載 
 

②出来形成果表 

・出来形数値が規格に適合していることを確認する。 

・出来形成果表の項目は、出来形管理基準に定める測定項目とする。 

例１ 側溝工（ﾌﾟﾚｷｬｽﾄＵ型側溝、Ｌ型街渠 等）の出来形管理基準以外の出来

形成果表は不要 
 
〈側溝工の出来形管理基準〉 

・測定項目：基準高と延長 

 

 

 

・測定基準：施工延長 40m につき１箇所。40m 未満は、１施工につき２箇所 

施工延長 100ｍ(測点間隔 20m)の場合 → 測定数３箇所のみでよい。 

施工延長  30ｍ(測点間隔 20m)の場合 → 測定数２箇所のみでよい。 
 

例２ 舗装工（表層）の出来形管理基準以外の出来形成果表は不要 
 
〈舗装工（表層）出来形管理基準〉 

・測定項目：厚さと幅（個々の測定と 10個の測定の平均値） 

・測定基準：幅は、延長 80ｍ毎に１箇所 

厚さは、延長 200ｍ毎に箇所の割でコアを採取し測定 
 
〈延長 900m の舗装工事の場合〉 

・幅の管理は、12箇所（900m÷80m）必要 

・厚みの管理は、５箇所（900m÷200m）必要 

〈延長 50ｍの舗装工事の場合〉 

・幅の管理は、１箇所（50m÷80m）必要 

・厚みの管理は、1箇所（50m÷200m）必要 
 

③出来形図 

・設計図書と出来形測量の結果に従って、設計値と実測値を記載し規格を満足して

いることを確認する。 

④出来形管理図 

・工事目的物が設計図書の規格を満足し、ばらつき程度を確認する。 

（３）出来形管理書類に対する留意点 

①受注者は、契約図書に定められた工事目的物の設計値と出来形値を比較して、出来

形管理を行い、工事完成時に監督員に提出する。 

②発注者（主任監督員）は、求める設計図書の規格・寸法に対し、出来形管理基準に

適合した工事目的物であるか否かを確認する。 

 

出来形管理基準で求

める測定箇所 

出来形成果表として

不要な測定箇所 
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７－５ 品質管理【共通仕様書 第１編 1-1-1-23】 

品質管理を行う項目は、品質管理基準の試験区分に記載する「必須」項目を実施する

ものとし、「その他」項目は、特記仕様書等に定めがある場合のみ実施する。 

受注者は品質管理の記録・書類作成を行い完成検査時に監督員へ提出する。 

※ただし、監督員からの請求があった場合、受注者は監督員に提示する。 

（共通仕様書 第１編 1-1-1-23、土木工事施工管理基準 Ｐ１－１） 

 

Point 

・品質管理書類は、「品質管理表」「工程能力図若しくは品質管理図表」とする。 

（１）品質管理書類の構成 

①品質管理表（土木工事施工管理基準 １－２） 

受注者は、品質管理基準の管理内容の資料を作成する。 

②工程能力図若しくは品質管理図表（土木工事施工管理基準１－２、付録２－１） 

受注者は、品質管理基準の管理内容に応じて工程能力図若しくは品質管理図表を

作成する。 

（２）品質管理書類 

①品質管理表 

・品質管理表（総括表）に試験成績表等を添付 

・品質管理基準に定められた範囲で提出 

例１ 舗装（温度管理） 

〈品質管理基準〉 

測定記録は、１日４回（午前２回、午後２回） 

→ 施工者による温度管理は、随時必要であり、工事写真のデータとし

て保管する必要はあるが、品質管理記録は、１日４回（午前・午後

各２回）でよい。 

 

・材料の品質管理において、工事施工前に提出する書類、材料変更時に提出する書

類は、「６－６ 使用材料確認願」「６－７ 土木工事材料承諾願」に基づく。 

例１ アスファルト舗装（材料） 

骨材のふるい分け試験、骨材の密度及び吸水率試験、骨材中の粘土塊量の

試験、粗骨材の軽量試験 等 

〈品質管理基準〉 

中規模以上の工事については、施工前、材料変更時に材料（必須）に関す

る品質管理が必要  

→ ・ＡＳ事前審査制度合格材料においては、認定書及びＡＳ混合物総括

表を施工前に提出する。 

・材料変更の場合に、変更した材料が事前審査制度合格材料である

場合は、同様とする。 
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例２ セメントコンクリート（材料） 

  アルカリ骨材反応対策 

〈品質管理基準〉 

骨材試験を行う場合は、工事開始前、工事中１回／６ヶ月以上及び産地が

変わった場合に必要 

→ ・仮設構造物のように長期の耐久性を期待しなくてもよいものは不

要。 

 

・JIS認証製品の品質証明については、検査時に受注者による提示でよい。 

例１ 鉄筋（ミルシート） 

・JISの品質規格適合性、品質証明と現地搬入資材の整合性については、受

注者で確認する。 

・確認した結果として、ミルシート、タグ、ロールマークの写真を整理し検

査時に監督員に提示する。提出は不要。 
 

・セメントコンクリート二次製品については、セメントコンクリート二次製品取扱

要領により品質管理を行う。 

（３）品質管理書類に対する留意点 

①受注者は、契約図書に定められた工期目的物の品質規格を確保するために、土木工

事施工管理基準に定める「品質管理基準」に基づき品質管理を行う。 

②「７－５ 品質管理」は共通工種の表記としているため、特定工種において求められ

る品質管理が存在する場合は実施すること。 

③発注者は、求める工事目的物が、「品質管理基準」に基づく品質が確保されたもので

あることを確認する。 

④設計仕様（品質・性能・形状・寸法）に合致した目的物であることをデータにより

確認する。 

 

７－６ 納品伝票等【共通仕様書 第１編 1-1-1-23、第３編 3-1-1-6】 

受注者は、伝票類記載の数量等をとりまとめた「一覧表」を監督員に提出する。 

なお、根拠となる「伝票類（原本）」は、発注者として提出は求めないが、受注者は監

督員または検査員の請求があった場合は速やかに提示する。 

伝票類の提示方法は、可能な限り手間を低減することとし、下記例を参考に受発注者

間であらかじめ協議する。 

〈提示方法の例〉 

①受注者は、処分施設等の｢伝票類(原本)｣を綴り、監督員に提示（コピーは不要） 

②監督員は提出された｢一覧表｣と提示された｢伝票類｣を確認 

③確認後、監督員は提示された｢伝票類｣を受注者に返却 

④受注者は、返却された｢伝票類｣を社内で保存 
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[伝票類の例] 
 

・建設副産物処分施設における計量伝票 

（建設副産物の適正処理及び設計数量の確認） 

・交通誘導警備員の日報 

（交通誘導警備員の適正配置及び設計数量の確認） 

 

７－７ 安全管理【共通仕様書 第１編 1-1-1-26】 

Point 

・安全教育や安全訓練等については、受注者の実施状況を確認するための書類であり、

監督員の請求があった場合に直ちに提示する。 

・受注者は、土木工事安全施工技術指針や建設機械施工安全技術指針等を参考に、常に

工事の安全に留意し現場管理を行う必要があり、その取り組みとして安全教育及び安

全訓練、安全パトロール等を実施し記録として保管する。 

・工事現場のイメージアップ等を実施した場合も同様とする。 

・記録は、実施参加者、実施状況写真（１枚/回程度）、実施時の資料とする。 

 

７－８ 施工プロセスを確認する資料【工事現場における施工体制確認要領】 

Point 

・受注者は施工中、監督員の指示により、施工プロセスチェックに必要とされる資料

を提示する。 

・「工事現場における施工体制確認要領」に基づき、発注者（主任監督員）は受注者の施

工プロセスを確認することとしている（施工プロセスチェック）。要領に基づく時期に、

過積載防止記録など、受注者は監督員の指示により、施工プロセスチェックの必要な

書類を提示すること。 
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[施工プロセスチェックの実施時期] 

(1)各確認項目の実施時期については、施工プロセスチェックリスト中「点検の時期」記

載のとおり。 

(2)実施時期 

①契約後等の確認 

契約後は当初契約、変更後は工期内に行う変更契約、交代時は現場代理人又は配置

技術者に交代があった時の、それぞれ翌月又は翌々月の１日から７日の間の任意の

日に実施する。 

②施工中３ケ月毎の確認 

３ケ月毎の確認は、第１四半期は５月、第２四半期は８月、第３四半期は 11月、

第４四半期は２月の１日から７日の間の任意の日に実施する。 

③施工中適宜の確認 

適宜の確認は、確認が必要な時に実施するが、１回／３ケ月以上実施するように努

める。 

 ④施工中臨時の確認 

３ケ月毎の確認で不適正な項目があった工事は、改善状況を確認するため臨時の

確認を翌月に実施する。また、臨時の確認において不適正な項目があった工事は、更

に翌月に改善状況を確認するため臨時の確認を再度実施する。なお、臨時の確認では

前月に適正であった確認項目についても確認する。 

⑤低入札価格調査対象工事の確認 

低入札価格調査の対象となった工事については、１回／３ケ月及び適宜を１回／

月に読み替え、施工中毎月確認することとし、１日から７日の間の任意の日に実施す

る。 

 

８．工事完成検査時に必要となる書類【契約書、共通仕様書第３編 3-1-1-8】 
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   工事検査時に必要となる工事完成図書は、以下の書類とする。 

*1 工事完成図書一覧表 

検査時に提出・提示した書類について、工事検査立会者と受注者により書類内容、

検査後の内容、保管先について確認を行い、書類の提出･提示･保管の共通認識を図る。 

*2 再資源化等報告書 

建設リサイクル法 第 18 条第１項により受注者からの提出が必要な書類であり、「建

設副産物実態調査」においても必要となることから、再生資源利用実施と併せ紙ベー

スでの提出が必要である。なお、本書類は、建設副産物情報交換システム（COBRIS）

により作成しなければならない。 

*3 納品伝表一覧表には、受注者名及び印が必要 

 

 

 

 

提出・提示書類（書類属性既定

義） 
部数 

書類の

取扱い 
出典 

① 工事完成届 １ 提出 契約書 第３１条 

共通編第１編 1-1-1-20 

②工事打合簿（再掲載） 

（出来形、品質管理資料含む） 

１ 提出 共通編第 3編 3-1-1-7 

③ 施工計画書（土木工事承諾願含

む）（再掲載） 

１ 提出 共通編第 3編 3-1-1-7 

④完成図面（再掲載） １ 提出 共通編第 3編 3-1-1-7 

⑤ 工事写真 

（工事管理状況写真含む）（電子納品） 

１ 提出  

（再掲載）  （ダイジェスト版） １ 提出 共通編第 3編 3-1-1-7 

⑥ 工事履行報告書（再掲載） １ 提出 共通編第 3編 3-1-1-7 

⑦ 段階確認書、立会願（再掲載） １ 提出 共通編第 3編 3-1-1-7 

⑧ 安全管理（再掲載） １ 提示 共通編第１編 1-1-1-26 

⑨ 建設業退職金制度の履行確認 １ 提示 入札のしおり第２３ 

共通編第１編 1-1-1-40 

⑩ 再資源化等報告書＊２ 
（再生資源利用計画書実施書） 
（再生資源利用促進計画書実施書） 

1 提出 共通編第１編 1-1-1-18 

⑪ 納品伝票一覧表＊３ １ 提出 共通編第 3編 3-1-1-6 

⑫ 工事管理状況に関する書類、記録等 １ 提示 共通編第 1編 1-1-1-20 

⑬電子成果品の登録を示す書類 1 提出 共通編第 1編 3-1-1-5 
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９．電子検査について（案） 

９－１ 概要 

 「電子納品に係る事前協議チェックシート」による受発注者間の協議の結果、検査時の

対応を「電子データ」とした工事書類は、電子データを用いた検査（電子検査）を行う。 

 

９－２ 電子検査の流れ 

 
９－3 検査準備 

（１）工事書類の準備 

①電子データ 

事前協議において、検査時の対応を「電子データ」とした工事書類は、検査用の

電子データを準備し、検査用パソコンに保存する。 

②紙媒体 

事前協議において、検査時の対応を「紙媒体」とした工事書類は、紙媒体にて   

検査会場に準備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１　工事書類の提出方法や検査時の対応等について受発注者間で協議し、
　　　 「電子納品に係る事前協議チェックシート」を打合せ簿により提出。
　　　なお、検査前に必要に応じて再度協議を行い、当初の協議内容を変更することも可能。
※２　電子データ：事前に検査用電子データを準備し、検査用PCに保存。
　　　 紙媒体　　 ：紙資料を準備。
※３　検査会場レイアウト（案）を参考に、検査用PC、ディスプレイ等を準備。
※４　事前協議の結果に基づき、電子データ及び紙媒体で工事検査を実施。
※５　事前協議に基づき、オンライン電子納品システム等を活用して電子納品を行う。
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Point 

・電子施工管理システムを活用した工事書類に関しては、同システムのファイルダウ

ンローダー機能を活用することで、PDF データ及び書類目録データ※を一括ダウン

ロードすることが可能。 

 ※書類目録データ（エクセル形式） 

⇒電子施工管理システムを活用した書類が一覧となっており、また、一覧に貼り

付けられたリンクから、ダウンロードした工事書類（PDF）の表示も可能 

・検査用の電子データ（PDF）を作成する際に、しおり機能等を活用することで、ペー

ジ数が多い書類についても、検査時の書類表示がスムーズとなる。 

（２）検査機器の準備 

①パソコン 

電子検査に必要なパソコン及び保存するデータは、下表のとおりとする。 

種 別 準備者 保存するデータ 

検査官操作用 発注者 
・検査用電子データ 

・書類目録データ※１ 

受注者操作用 受注者 

・検査用電子データ 

・書類目録データ※１ 

・工事写真データ※２ 

主任監督員操作用 発注者 随時、必要なデータを保存 

    ※１ 電子施工管理システムのファイルダウンローダー機能を活用した場合 

    ※２ 工事写真データは、データ容量が膨大となるため、原則、受注者操作用  

のみに保存することとし、円滑に表示できるよう、適宜、ビューワーソフト

等を活用する 

 

②ディスプレイ 

検査用パソコンの画面を表示するディスプレイは、原則として発注者が準備する

こととし、検査官用と受注者用の 2台を準備する。なお、プロジェクタ・スクリー

ンでの対応も可とする。その場合は、書類の視認性が確保できる解像度と照明を落

とさずに投影スクリーンを確認できる性能が必要となる。 

③検査会場の準備 

電子検査における検査会場レイアウト（案）は、下図のとおり。受注者は、機器

やシステム操作に慣れた操作補助員を配置するなど円滑な電子検査に務める。 
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検査会場レイアウト（案） 

Point 

・電子検査時のパソコン操作は、原則、受注者が行い、検査官に求められた書類や写

真を表示する。検査官操作用パソコンは、検査時間のロスをなくすため、補助的に

設置し、検査官側でも書類の確認が行えるようにする。 

・検査時に、どの書類を電子データで受験するのかが分かりやすいように、事前協議

チェックシートを準備しておく。 

 

１０．部分払いに必要となる書類 

【契約書第 37 条、共通仕様書 第１編 1-1-1-21、必携様式 8-1、8-2】 

受注者は、契約担当者に部分払い等の請求をする場合、「請負工事既済部分確認請求書」

（様式 8-1）及び「工事出来形報告書」（様式 8-2）とともに以下の書類を監督員に提出

する。（部分払い等の請求は、契約時に｢部分払い制度｣を選択した場合のみ可能である。） 

契約担当者は、部分払い等の請求を受けた日から 14日以内に確認検査を行う。 

〈確認検査時に要する資料〉 

 

提出書類 部数 備 考 

図 面 １ 提出 出来形部分と未完成部分が分かる図面 

写 真 １ 提出 出来形部分の全景写真（主たる工種１枚程度） 

工程表 １ 提出 施工計画書提出時の工程表に履行状況を記入 

出来形数量表 １ 提出 出来形数量を算出した資料 
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１１．その他の書類  

1１－１ 事故発生時に必要となる書類【共通仕様書 第１編 1-1-1-29】 

（１）速報（第１報） 

受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合、直ちに監督員に連絡した後に、速

やかに事故発生報告書（速報）を監督員に提出しなければならない。 

①事故発生の事実を直ちに連絡 

・受注者は、事故発生後、直ちに報告（口頭報告） 

・特に、重大な事故の場合は、可能な限り直ちに報告 

〈報告内容〉 

事故発生日時･場所､事故の概要､傷病名･傷病の程度､事故発生後の応急措置 等 

〈重大な事故〉 

人的被害がある場合、人的被害はないが工事現場外に影響が生じる場合 等 

②事故発生報告書(速報)の提出（事故の概要を速やかに報告） 

・上記①の口頭報告の後、速やかに｢事故発生報告書(速報)｣を提出 

  事故発生報告書(速報)…土木請負工事必携：様式 25 

・特に、重大な事故の場合は、可能な限り速やかに提出 

※資料が整わなくとも、事故発生当日の夕刻までに第１報を提出 

（２）報告書作成時 

発生した事故が下記 1)～4)に該当する場合、受注者は、監督員が指示する期日まで

に｢工事事故報告書(土木請負工事必携:様式 26)｣を提出しなければならない。 

工事事故報告書には、｢建設工事事故データベースシステム(SAS)｣において、事故の

詳細を入力し作成した｢受注者事故報告書｣を添付する。 

〈事故報告の基準〉 

1)労働災害 2)もらい事故 3)死傷公衆災害 4)物損公衆災害 

〈SAS アドレス〉  http://sas.hrr.mlit.go.jp/ 

表 事故報告発生報告等 

 

 

 

 

 

提出書類 部数 内 容 

事故発生報告書（速報） １ 提出 監督員に知らせた後に、速やかに提出 

＜添付資料＞ 

事故写真、現場見取図 

事故証明書、診断書（整い次第） 

工事事故報告書 １ 提出 ＳＡＳ登録後速やかに提出 

＜添付資料＞ 

ＳＡＳにより作成した「受注者事故報告書」 
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1１－２ 支給品、貸与品が発生した場合に必要となる書類【共通仕様書 第１編 1-1-1-16】 

監督員は、支給品、貸与品を受注者に引き渡す際には、事前に受注者立会のもと検査

を行い、受注者は、使用予定日の 14日前までに監督員に支給の要求を行う。 

受注者は、支給若しくは貸与を受けた場合、引き渡しの日から７日以内に受領書を監

督員に提出し、工事完成時に支給品精算書、支給品受払簿を監督員に提出する。 

支給品、貸与品は、その期間中の損失は受注者の責任において管理する。 

 

１２．総合評価落札方式における履行状況の確認について 

【土木部土木請負工事の総合評価落札方式実施要領】 
総合評価落札方式を適用した工事においては、技術資料に記載した全ての事項を適正

に履行する義務が生じる。技術資料は設計図書として取扱い、受注者はその記載内容の

履行について、適切な時期に「技術資料作成の手引」等に基づき、監督員の確認を受け

る必要がある。 

 

１３．図書の保存  

建設業法施行規則第 28条の 2に該当する図書（発注者から受領した完成図、工事打合

簿、施工体系図）の保存期間は、当該建設工事の目的物の引渡しをしたときから 10年間

とする。 

その他の図書についても、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律に対応す

るため、当該建設工事の目的物の引渡しをしたときから 5年間とする。 

この期間において、監督員の請求があった場合は、受注者は、監督員に指定する書類

を提出する必要がある。 

 

 

 

 


